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1 　人口動向分析 

過去から現在までの人口の推移を整理し、その要因を分析することで、今後の施策を検

討するための基礎資料とすることを目的とし、時系列による人口動向等の分析を行います。 

1－1  時系列による人口動向 
1－1－1  総人口・年齢 3 区分人口の推移と将来推計 

(1) 総人口 
l 本町の総人口は、昭和 35(1960)年までは増加の傾向にあり、この年に 11,915 人

とピークを迎えました。しかしその後は、ほぼ直線的に右肩下がりの減少状態となっ

ており、令和 2(2020)年では 5,507 人でピーク時半分以下となっています。 

l 令和 2(2020)年以降、国立社会保障人口問題研究所（社人研）の推計では、人口の減

少傾向は変わらず、令和 22(2040)年には 3,916 人（ピーク時の約 3 分の 1）、令和

37(2055)年には 2,815 人（ピーク時の約 25%）と推計されています。 

(2) 年齢 3 区分人口 

l 昭和 60(1985)年以降、年少人口と生産年齢人口は減少傾向にあり、近年は生産年齢

人口の減少分が、ほぼそのまま総人口の減少分につながっている状況にあります。社

人研の推計でも、減少傾向は継続するとみられています。 

l 老年人口は、昭和 60(1985)年以降増加傾向にあり、平成 12(2000)年の時点で年少

人口を上回りました。今後は減少に転じるとみられています。しかしながら、生産年齢

人口より減少幅は小さく、令和 47(2065)年頃から、生産年齢人口と老年人口がほぼ

同数になるとみられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2020 年までは国勢調査より作成、2025 年以降は社人研推計値（令和 6 年６月）より作成 

図 1　総人口・年齢 3 区分人口の推移と将来推計 
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1－1－2  出生・死亡、転入・転出の推移 
(1) 出生・死亡 
l 全体的に出生数はやや減少傾向、死亡数はやや増加傾向にあります。そのため、自然増

減（出生数－死亡数）は、平成 9(1997)年までは「自然増（出生数＞死亡数）」が続い

ていました。その後の約 10 年間は出生と死亡は均衡していましたが、近年では「自然

減（出生数＜死亡数）」の状況となっています。 

(2) 転入・転出 
l 年によって転入・転出ともに人数に変動はありますが、平成 22(2010)年を除いて、

「社会減（転入数＜転出数）」の状況となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※住民基本台帳データより作成（２００９年以降は浜中町資料） 

図 2　出生・死亡、転入・転出の推移 
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1－1－3  自然増減と社会増減の傾向 
l 1990 年代後半までは、「自然増・社会減」の状況にありましたが、昭和 61(1986)年

以外は、自然増より社会減の方が多く、総人口としては減少する方向でした。 

l 2000 年代以降では、死亡数は大きな変動がありませんが、出生数が減少して死亡数を

下回るようになったため、「自然減・社会減」の状況となり、総人口は年間 100 人前後

の減少となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※住民基本台帳データより作成（２００９年以降は浜中町資料） 

図 3　自然増減と社会増減の推移 
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1－1－4 世帯数の推移 
l 世帯数は、若干の変動はあるものの近年は増加の傾向にあり、平成 30(2018)年と平

成 31(2019)年には最多の 2,490 世帯まで増加していました。しかし、令和

2(2020)年以降は 2450 世帯前後で推移しています。 

l 平成 17(2005)年に、前年から世帯数が約 40 世帯減少し、翌年再び 50 世帯増加す

る動きがあります。 

l 総人口はここ 20 年で約 2,000 人減少しており、それに伴って１世帯当たりの人数も

減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※住民基本台帳データより作成 

図 4　世帯数と総人口の推移 
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1－2  年齢階級別の人口移動 
1－2－1  性別・年齢階級別の人口移動 
l 男性・女性ともに 10～14 歳から 15～19 歳になる時に大幅な転出超過となってお

り、高校への進学等が影響していると考えられます。 

l 一方で、20～24 歳から 25～29 歳になる時には転入超過となっており、大学卒業後

に、Ｕターン就職に伴う転入が影響していると考えられます。 

l 15～19 歳から 20～24 歳になる時は、前回は大幅な転出増加でしたが、今回はほぼ

同数となりました。このことから、町外の高校に進学し、高校卒業後に町内に戻り就職

する人が多くなったと考えられます。 

l 女性は 20 歳代後半から 30 歳代前半に入る辺りから再び転出超過となっており、子育

て世代の女性は、町外に転出するケースが多くなっていることがわかります。 

l 男性は女性に比べて転出超過数は少ないですが、ほぼすべての世代で転出超過です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 27(2015)年と令和 2(2020)年の国勢調査 5 歳階級別人口より作成 

図 5　平成 27(2015)年→令和 2(2020)年の性別・年齢階級別人口移動 
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1－2－2  性別・年齢階級別の人口移動の長期的動向 
(1) 男性 
l 長期的にも 10～14 歳から 15～19 歳になる時が最も大幅な転出超過となっていま

す。 

l しかし、10～14 歳から 15～19 歳になる時の転出超過数は縮小傾向にあり、最大で

170 人減少していた状況から、2010 年→2015 年には 45 人まで縮小しています。 

l また、15～19 歳から 20～24 歳になる時の転出超過数は縮小傾向にあったものの、

2005 年→2010 年には再度大きくなりましたが、2010 年→2015 年には改めて縮

小し、2015 年→2020 年では 3 人まで縮小しています。 

l 転出超過数が最も多かった 1985 年→1990 年は、この 2 世代の合計で 221 人減少

しています。 

l また、20～24 歳から 25～29 歳になる時は、長期的にも転入超過となっており、

2015 年→2020 年には最大の 38 人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※国勢調査 5 歳階級別人口より作成 

図 6　性別・年齢階級別人口移動の長期的動向（男性） 
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(2) 女性 
l 長期的にも 10～14 歳から 15～19 歳になる時が最も大幅な転出超過となっていま

す。 

l しかし、10～14 歳から 15～19 歳になる時の転出超過数は縮小傾向にあり、最大で

139 人減少していた状況から、2010 年→2015 年には 39 人まで縮小しています。 

l また、15～19 歳から 20～24 歳になる時の転出超過数は縮小傾向にあったものの、

2005 年→2010 年には再度大きくなりましたが、2010 年→2015 年には改めて縮

小し、2015 年→2020 年では 2 人増加に転換しています。 

l 転出超過数が最も多かった 1980 年→1985 年は、この 2 世代の合計で 215 人減少

しています。 

l また、20～24 歳から 25～29 歳になる時は、長期的にも転入超過となっており、

1995 年→2000 年には最大の 29 人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※国勢調査 5 歳階級別人口より作成 

図 7　性別・年齢階級別人口移動の長期的動向（女性） 
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1－2－3  転入・転出の最近の状況 
(1) 男性 
l 近年、年間の転入者数は 120 人前後、転出者数は 110～160 人で推移しています。 

l 道内については転出超過、道外については転入超過が続いています。ただし、道外の転

入超過数は減少しています。 

l 道内への流出者数が道外からの流入者数を上回っているため、男性の人口は減少してい

ます。 

(2) 女性 
l 転入者数は 80 人前後から 160 人前後に増加、転出者数は 150～170 人程度で推移

しています。 

l 道内については転出超過が続いており、道外については令和 2(2022)年以降転入超過

になっています。令和 2(2022)年を除き、道内への流出者数が道外からの流入者数を

上回っているため、女性の人口は減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※住民基本台帳データより作成 

図 8　転入・転出の最近の状況  
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1－2－4 社会増減数の推移 
l 浜中町の純移動率は、平成 22(2010)年を最後にマイナスが続いており、社会減少が

進んでいます。 

l 男女ともに、減少数の 5 割以上が、社会経済を支える 25～39 歳が占めています。ま

た、男女ともに 60 歳以上は転出超過の傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※住民基本台帳データより作成 

図 9　転入・転出の最近の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※住民基本台帳データより作成 

図 10　転入・転出の最近の状況 
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1－3  合計特殊出生率の推移と道内市町等との比較 
l 本町の合計特殊出生率（1 人の女性が一生に産む子どもの平均の数）は低下傾向にあ

り、平成 29(2017)年に 1.73 まで上昇しましたが、令和 2(2022)年には再び 1.54

に戻っています。令和 2(2022)年の浜中町の数値は、全道平均の 1.21、札幌市の

1.09 を上回る値となっています。 

l 釧路総合振興局管内の市町村の合計特殊出生率は、本町の 1.54 が最も高く、白糠町の

1.19 から標茶町の 1.38 の範囲に分布しています。 

l 近隣市町と比較すると、本町とほぼ同じ値だった根室市は 1.36 に低下し、別海町は

1.64 と本町を上回る値が続いています。 

【合計特殊出生率の一覧】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※厚生労働省「人口動態保健所・市区町村別統計」より作成 

図 11　合計特殊出生率の推移と道内市町等との比較 
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1－4  雇用・就労に関する分析 
1－4－1  男女別産業人口 
(1) 男性 
l 男性の就業者数は 1,976 人であり、男性人

口 2,726 人の 72.5％の就業割合となって

います。 

l 産業別にみると漁業、農業、建設業、製造業

の順に多くなっており、特に漁業の人数が突

出しています。 

(2) 女性 
l 女性の就業者数は 1,643 人であり、女性人

口 2,781 人の 59.1％の就業割合となって

います。 

l 農業、漁業、製造業、医療・福祉の順に多くなっており、特に漁業の人数が突出してい

ます。 

a.女性 b.男性 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※国勢調査より作成 

図 12　男女別産業人口 

表 1　就業者の産業構成

※産業別就業者数、人口ともに国勢調査より作成

産業 男性 女性 計
構成比
（％）

農業 381 302 642 17.1

漁業 623 491 1,240 33.1

建設業 172 26 194 5.2

製造業 158 223 416 11.1

卸売業，小売業 97 118 221 5.9

教育，学習支援業 67 48 137 3.7

医療，福祉 32 144 163 4.4

複合サービス事業 95 58 159 4.2

その他 351 233 573 15.3

合計 1,976 1,643 3,745 100.0

(就業率） (72.5) (59.1) (68.0) -

人口 2,726 2,781 5,507 -
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1－4－2  年齢階級別産業人口割合 
l 就業者数の年齢構成は、65 歳以上が最も多く全体

の 26.1％を占めています。次いで 55～64 歳が

20.8％を占めています。 

l 平均年齢は全体で 52.1 歳であり、男性が 50.8 歳、

女性が 52.5 歳となっています。産業別にみると、

漁業が高く男性で 58.6 歳、女性で 61.9 歳となっ

ています。 

l男性・女性ともに教育・学習支援業の平均年齢が最

も低く、それぞれ 41.1 歳、36.8 歳となっていま

す。 

l 就業者数が多い漁業は、65 歳以上の割合が男女と

もに高く、55 歳以上が半数以上を占めています。漁

業は今後の高齢化の進行によって、急速な就業者数

の減少が懸念されます。 

l 漁業に次いで就業者数が多い農業も、漁業ほどでは

ありませんが、平均年齢が高く、高齢層の就業が多

くなっています。 

a.女性 b.男性 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※国勢調査より作成 

図 13　男女別産業別年齢構成 
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表 3　産業別平均年齢

表 2　就業者の年齢構成

年齢階層
就業者数

(人）
構成比
（％）

15～24歳 228 6.3
25～34歳 483 13.4
35～44歳 570 15.8
45～54歳 641 17.7
55～64歳 752 20.8
65歳以上 945 26.1
合計 3,619 100.0

産業 男性 女性

農業 50.7 48.6

漁業 58.6 61.9

建設業 51.3 53.5

製造業 42.9 51.1

卸売業，小売業 52.2 49.4

教育、学習支援業 41.1 36.8

医療、福祉 50.8 46.2

複合サービス事業 47.3 42.8

全産業 51.8 52.5



-13- 

1－4－3  農業・漁業の戸数・従事者数 
●農家戸数は減少の傾向が続いており、平成 22（2010）年は 229 戸で、平成 17(2005)

年の 223 戸から一時的に増加しましたが、令和 2（2020）年は 192 戸に減少しまし

た。また、農業の従事者数は減少が続いており、令和 2（2020）年の従業者数は 524

人で、平成 7(1995)年の 1046 人の約 50％まで減少しています。 

l 漁家戸数は昭和 60(1985)年から減少が続いており、令和 2（2020）年は 471 戸と

ピーク時の約 6 割まで減少しています。漁業の従事者数は、昭和 60(1985)年の

2,252 人から平成 7(1995)年の 1,442 人にかけて約 800 人減少し、大幅な減少と

なりました。それ以降も減少は続き、各 5 年間で 100 人以上の減少となっていまし

た。平成 27(2015)年の従業者数は平成 22(2010)年から若干増加しましたが、令和

2（2020）年は再度減少し、初めて 1,000 人を下回りました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※農林業センサス・水産現勢より作成 

図 14　農業・漁業の戸数・従事者数 
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パターン２（社人研推計R6）

パターン３（前回推計の設定）

2 　将来人口推計 

社人研の「日本の地域別将来推計人口」を用いて、将来の人口に出生数や移動数が与える

影響等の分析を行います。 

推計ケースは次のとおりです。 

・パターン 1：社人研推計(前回推計 Ｒ元) 

・パターン 2：社人研推計(Ｒ6) 

・パターン 3：浜中町独自推計(第１期人口ビジョン設定)※パターン２をベース 

 

2－1  将来人口推計 
l 各パターンによる令和１2(20３0)年の総人口は、それぞれ 4,645 人、4,697 人、

4,845 人と推計されます。 

l 前回推計時より出生率や移動率が改善傾向にあるため、これを反映した最新の社人研推

計(パターン２)では、前回推計(パターン１)に比べ約 50 人増加する推計となっていま

す。 

l 前回推計の目標値(2025 年出生率 1.8、2050 年出生率 2.07、移動率 15%改善)を

反映したパターン 3 においても、移動率が改善傾向にあるため、パターン１に比べ約

200 人増加する推計となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）パターン 3 はパターン２をベースに合計特殊出生率を 2025 年に 1.8、2050 年に 2.07、移動率を 15%改善

させたもの（前回人口ビジョンの設定） 

図 15　各推計パターンの将来推計人口 
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2－2  階層別人口の変化 
l 社人研推計準拠(パターン 2)の結果によると、老年人口は令和 2(2020)年を境に 1～

2 ポイントの微減、令和 12(2030)年を境に 5～7 ポイントの減少となり、減少への

転換が急激に進むものと想定されます。 

l また、生産年齢人口と年少人口は一貫して 5 ポイント以上の減少となっており、平成

27(2015)年を 100 とした場合、令和 12（2030）年は生産年齢人口が 80、年少人

口が 79 令和 32（2050）年は生産年齢人口が 51、年少人口が 46 になると想定さ

れます。 

表 4　階層別人口の変化 

※（　）内は令和 2 年を 100 とした指数、令和 6（2024）年は１月の住民基本台帳人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※社人研「日本の地域別将来推計人口（令和 6 年 6 月版）」より作成 

図 16　階層別人口の変化 
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2－3 　将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度の分析 
l 自然増減、社会増減の影響度を分析するために、パターン 2 を基本に合計特殊出生率を

人口置換水準まで上昇させた場合と人口移動を均衡させた場合の将来人口を推計しま

した。 

l 自然増減の影響度が「3（影響度 105％～110％）」、社会増減の影響度が「5（130％

以上」となっており、社会増をもたらす施策に取り組むことが、人口減少の歯止めをか

けるキーポイントとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 17　自然増減、社会増減の影響度の分析
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（2030）年までに人口置換水準の 2.1（人口を長期的に一定に保てる水準）
まで上昇した場合のシミュレーション。 

シミュレーション 2：合計特殊出生率が人口置換水準の 2.1 まで上昇し、かつ人口移動が均衡（転
入転出が同数となり、移動がゼロ）とした場合のシミュレーション。

【自然増減の影響度】 

シミュレーション 1 の令和 32（2050）年推計人口＝3,346 人 

パターン 2 の令和 32（2050）年推計人口＝3,162 人 
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2－4 　人口構造の分析 
l 各階層ともに、パターン 2 に比べてシミュレーション 1 の減少率が小さく、シミュレ

ーション 2 はさらに小さくなっています。 

l シミュレーション 2 は人口移動の均衡を仮定したものであり、社会減の人口減少への

影響度が大きい本町の場合には、シミュレーション 1 より人口減少割合が小さくなっ

ています。 

表 5　人口増減率　　　単位：％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 18　人口構成 
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2－5 　老年人口比率の変化（長期推計） 
l パターン 2 では老年人口比率は増加しつづけ、令和 52(2070)年には 45.7％まで増

加します。 

l 出生率の上昇を仮定したシミュレーション 1 は、パターン 2 より緩やかですが、老年

人口比率は増加し続けます。また、出生率の上昇と移動の均衡を仮定したシミュレーシ

ョン 2 は、令和 22 年(2040)年が老年人口比率のピークとなり、その後低下します。 

 

表 6　総人口及び年齢階層別構成比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 19　老年人口比率の長期推計 
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3 　人口の変化が地域の将来に与える影響の分析 

3－1 　財政状況への影響 
l 本町の普通会計の歳入は、令和 4（2022）年度で 98.3 億円であり、平成 13（2001）

年度からの推移をみると減少傾向にありましたが、令和元(2019)年度以降は 90 億円

以上が続いています。自主財源（地方税等）は、平成 13（2001）年度を 100 とする

と、令和 4（2022）年度は 173 となります。ただし、今後は生産年齢人口の減少に

伴い、自主財源である税収の減少が懸念されます。 

l 歳出は、令和 4（2022）年度で 97.1 億円であり、平成 13（2001）年度から減少

傾向となっていましたが、歳入と同様に令和元(2019)年度以降は 90 億円以上が続い

ています。ただし、今後は老年人口の増加に伴う扶助費（社会保障費）の割合が大きく

なるとともに、公共施設等の老朽化に伴う維持補修費が増加すると想定されます。 

a.歳入 
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資料：市町村決算状況調　総務省 

図 20　浜中町の歳入、歳出

1,707 1,672 1,515 1,392 1,579 1,743 1,505 1,362 1,357 1,370 1,356
2,289

1,363 1,461 1,437 1,623

3,015

1,853
2,559

3,422
2,678 2,917

854 1,098
961 992 939 490

283 290 450 516 554

1,485

693 779 723 714

1,386

1,502

2,482

3,095

1,184 793
770

859
777 861 736

489
551 685

1,164 964 1,084

1,021

777
896 963 762

926

994

1,590

2,366

1,476 2,119

4,642 4,320
4,051 3,740 3,760

3,713
3,516 3,688

3,903 3,987 3,960

4,016

3,917
3,851 3,937 3,785

3,676

3,467

3,484

3,592

3,953
3,997

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年

歳
入
額
【
千
円
】

譲与税等

国道支出金

地方債

自主財源

1,752 1,714 1,664 1,545 1,464 1,429 1,409 1,431 1,400 1,446 1,456 1,461 1,440 1,466 1,452 1,404 1,388 1,325 1,306 1,522 1,584 1,619

121 132 182 186 171 166 182 195 195 272 281 294 305 323 342 367 330 307 310
337 433 395

1,530 1,493 1,298 1,141 1,153 1,222 1,204 1,166 1,145 1,021 901 916 773 783 856 902 900 872 881
880 974 1,102

2,719 2,720
2,562

2,489 2,957 2,615 2,477 2,624 2,987 3,073 3,017 3,103 3,145 3,034
3,352 3,195

4,296

3,237 3,594

4,520 4,147
4,422

1,783 1,858
1,555

1,561 1,195
934

520 519

1,039 885 1,187

2,964

926 1,270 897 886

1,964

1,963

3,919

5,066

2,011
2,178

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年

歳
出
額
【
千
円
】

投資的経費

その他の経費

公債費

扶助費

人件費



-20- 

683 629 582 534 486 438 392 349 310 275 243

100 92
85

78
71

64
57

51
45

40
36

0

20

40

60

80

100

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年 2065年 2070年

指
数

（
2

0
2

0
年

を
1

0
0
）

就
業

者
数

（
人

）

就業者数

指数

1,114
1,024

949
870

791
714

639
569

505 448 396

100 92
85

78
71

64
57

51
45

40
36

0

20

40

60

80

100

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年 2065年

指
数

（
2

0
2

0
年

を
1

0
0
）

就
業

者
数

（
人

）

就業者数

指数

3－2 　産業に与える影響（就業） 
l 就業者割合が変化しないと仮定すると、本町の就業者数は、生産年齢人口の減少・高齢

化の進捗により、令和 32（2050）年には令和 4（2022）年の 57％、令和 47

（2065）年には同 40％となります。 

l 就業者数の減少は、基幹産業である農業、漁業の将来にとって大きな課題です。 

a.全産業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b.農業 c.漁業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※就業者数の算出方法 

2020 年の就業者数：国勢調査（2020 年）総務省 

2025 年以降の就業者数＝2025 年以降の将来推計人口×就業者割合（2020 年） 

2025 年以降の就業者割合は 2020 年と同じと仮定 

図 21　就業者数の将来推計 
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4 　将来推計を踏まえた人口の将来展望 

4－1 　目指すべき将来の方向 
4－1－1 現状と課題の整理 

本町の人口は、昭和 35(1960)年の 11,915 人がピークでしたが、基幹産業である農

業・漁業の不振、地元就職先の不足による高卒者等の若年労働力の町外流出、近年の少子高

齢化が主な要因となり、令和 2(2020)年には 5,507 人とピーク時の 46％までに減少し

ました。 

自然増減については、平成 9(1997)年までは自然増（出生数＞死亡数）で、その後 10

年間は均衡していましたが、近年は自然減（出生数＜死亡数）となり、合計特殊出生率は

1.54 となっています。 

社会増減については、昭和 50(1975 年)以降、平成 22(2010)年を除いて社会減（転出

数＞転入数）となっています。年齢階級別の人口移動をみると、最新データでは 10～14

歳から 15～19 歳が大幅な転出超過となっています。 

将来人口については、令和 22(2040)年には 3,916 人、令和 37(2055)には 2,815 人

と大幅な減少が予測されています。 

老年人口は令和 2(2020)年までは増加が続きましたが、今後は減少が見込まれています。

また、幼年人口、生産年齢人口は一貫して減少が見込まれている状況です。 

以上により、本町は人口の流出が続くとともに、出生率の低下等の要因が加わることで、

人口減少に拍車がかかることが想定されます。このため、地域産業の振興を中心に、若者の

定住対策、少子高齢化への適切な対応等が重要となります。 

 

4－1－2 人口減少対策の目指す取組みの方向性 
人口減少に歯止めをかけるために、現状と課題を踏まえ、人口減少対策の目指す取組みの

方向性は次のとおりです。 

■地場産業の振興と安定した雇用を創出する 

豊かな自然を活かし、基幹産業である農業、漁業を中心とした産業振興を図り、若い

世代にとって「やりがい」のある仕事を創出します。 

　■地域の魅力を生かし新しい人の流れを創出する 

町民や町外から訪れる人が集まり、楽しめる場所の整備等を通じて、町内に賑わいを

創出するとともに、関係人口の増加を目指します。 

■若い世代が希望を持って結婚・出産・子育てができる環境を構築する 

若い世代の「結婚して子どもを産み育てたい」という希望をかなえるため、出産・子

育てにおける支援を行い、安心して子どもを産み育てられる環境づくりを進めます。 

■誰もが安全・安心を実感して住み続けられるまちづくり 

住環境、災害対策の充実を図りながら、あらゆる人が安心して暮らせる環境づくりに

取り組みます。 
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社人研推計 浜中町推計

国勢調査データ← →推計値

4－2 　人口の将来展望 
4－2－1 合計特殊出生率 

一時的な回復は見られるものの、現在の合計特殊出生率は 1.54 であり、北海道や他市町

村の低下傾向を踏まえ、現在の合計特殊出生率である 1.54 を維持することを目指します。 

 

4－2－2 純移動率 
社会減となっている現状から、子育て世代の転出抑制等により転出者数を抑制します（社

人研推計ベースから 15％改善）。 

 

4－2－3 浜中町の人口の推移と長期的な見通し 
社人研の推計によると、令和 12(2030)年には 4,696 人、令和 32(2050)年には 3,162

人までに減少すると推計されています。 

浜中町の見通しでは、人口減少対策を進めることにより合計特殊出生率と移動率が改善さ

れた場合には、令和 12(2030)年の人口は 4,789 人、令和 42（2060）年の人口は 3,363

人となり、社人研の推計値と比較してそれぞれ約 93 人と約 201 人の施策効果が見込まれ

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※浜中町推計は社人研推計をベースに合計特殊出生率を 1.54 で統一、移動率を 15％改善させたもの 

図 22　浜中町の人口の推移と長期的な見通し 
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パターン４（今回推計の設定）

4－2－4 将来人口推計の比較 
前述の通り、浜中町推計のパターン４では令和１2(20３0)年の総人口は 4,789 人、令

和 32(2050)年の総人口は 3,363 人と推計されます。 

これは最新の社人研推計であるパターン２と、前回推計の目標値を反映したパターン 3

の概ね中間に近い人口となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）パターン 3 はパターン２をベースに合計特殊出生率を 2025 年に 1.8、2050 年に 2.07、移動率を 15%改善

させたもの（前回人口ビジョンの設定） 

　　パターン 4 はパターン２をベースに合計特殊出生率を 1.54 で一定とし、移動率を 15%改善させたもの 

図 23　各推計パターンの将来推計人口 
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4－2－5 浜中町の高齢化率の推移と長期的な見通し 
社人研の推計によると、高齢化率は令和 52(2070)年には 45.7％まで上昇するものと

されています。 

見通しでは、町の施策の実施により合計特殊出生率と移動率が改善された場合には、令和

22(2040)年の高齢化率は 38.2%、令和 52(2070)年の高齢化率は 43.1％に若干改善す

るものと推計されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 24　浜中町の高齢化率の推移と長期的な見通し 
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